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2.7 導入施設における効果検証 

(1) 環境省「再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業」、「カーボンマネジメント強化 

事業」による効果検証 

補助金を活用した事業では、設備導入後約 3 年程度は国への報告が求められる。事業による効

果については、設備導入前後のエネルギーコスト削減額と CO2 削減量によって、CO2 削減コスト

（円/t-CO2）が計算されている。 

また事業によって実現できたこと（事業前にあった課題及びその解決方法）について、地産地消、

仕組の構築、波及効果などが、以下の資料「地方公共団体地方公共団体等における再エネ・省エ

ネ設備導入推進事業」に整理されているので、参考にすることができる。 

特に、これまでは導入可能性検討において、事業者側の費用対効果や設備回収年数（補助金の

有無でも評価）を中心に、事業実施の可能性を判断してきた例が多く、事業採算が合わない場合は

事業化されないケースが多かった。しかし、本来補助事業を活用して実施する事業は、導入施設周

辺地域やその周辺への中長期的な影響や効果を見込んで、設備導入後も普及啓発や横展開を目

指して運用していく必要がある。 

本資料は、導入後の波及効果や地域課題の解決に繋がっている効果までを評価しており、継続

的な効果検証のための多面的なモニタリングのあり方と、設備導入後の波及効果に繋げるための

方策について示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省「エネルギー対策特別会計補助事業 活用事例集（2021 年度版）」 

（https://www.env.go.jp/earth/earth/ondanka/jirei.html） 

図 2-20 「再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進事業」導入効果の評価の例 
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(2) 地域における再生可能エネルギー設備導入の計画時の留意点 

環境省は、事業者や地方公共団体を対象として、地域内の民間事業者からの再エネ設備導入の

相談や地方公共団体が事業主体となる場面を想定して、事業性評価を行う際に活用すべき内容を

整理している。 

今後の公共施設への太陽光発電を導入する際の説明資料として、参考にすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：環境省総合環境政策ホームページ「地域の再生可能エネルギー設備等導入における事業性評価促進等委

託業務」 （https://www.env.go.jp/policy/local_re/renewable_energy/post_13.html） 

図 2-21 太陽光発電+蓄電池の事業性評価の例 

 

 

 

 




